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横浜市情報公開・個人情報保護審査会答申第2347号について 

横浜市情報公開・個人情報保護審査会（会長 藤原 靜雄）は、本日、次の答申を行い、

横浜市教育委員会が行った個人情報開示決定において、審査請求人に係る保有個人情報

の一部を請求の対象外としたことは妥当ではなく、当該部分についても本件本人開示請

求の対象とした上で、改めて開示、非開示の決定をすべきであると判断しています。 

 

 

１ 答申の件名  

 「29年度教人児第312号いじめ防止対策推進法第28条第１項に係る調査主体の決定について」

他17件の保有個人情報の個人情報開示決定に対する審査請求についての答申 

【答申第2347号】 

 

２ 諮問までの経過等  

答申

番号 
開示請求日 決定通知日 審査請求日 諮問日 請求者 実施機関 

2347 平成30年７月９日 平成30年８月７日 平成30年11月６日 平成30年12月13日 個人 教育委員会 

 

３ 対象保有個人情報、原処分の決定内容、審査会の結論  

答申

番号 
保有個人情報 原処分の決定内容・主な理由（概要） 審査会 

の結論 

2347 

 

 

「29年度教人児第

312号いじめ防止対

策推進法第28条第

１項に係る調査主

体の決定について」

他17件の保有個人

情報（以下「本件保

有個人情報」とい

う。） 

個人情報開示 

対象外とした情報

の一部についても

請求の対象とした

上で、改めて開示、

非開示の決定をす

べき。 

横浜市個人情報の保護に関する条例（平成17年２

月横浜市条例第６号）第25条第１項に基づき開示 

（実施機関が対象外と判断した部分にも審査請求

人に関係する情報が記載されているのではないか

として、当該部分の開示を求める趣旨で審査請求が

提起されたもの） 

 

令 和 ３ 年 ３ 月 2 3 日 
市 民 局 市 民 情 報 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



 - 2 -

４ 審査会の判断の要旨  

答申 
番号 

判断の要旨 

 

 

 

 

 

2347 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《いじめ防止対策推進法第28条第１項に基づくいじめ重大事態調査に係る事務について》  

横浜市では、いじめ防止対策推進法（平成25年法律第71号。以下「法」という。）第28条

第１項に基づき、同項で規定する重大事態（以下「いじめ重大事態」という。）が認められ

た場合には、学校又は教育委員会がいじめ重大事態に係る事実関係を明確にするための調査

（以下「いじめ重大事態調査」という。）を行っている。 

学校が調査主体となった場合には、各学校に設置されている学校いじめ防止対策委員会

が、いじめ重大事態調査を行い、調査結果をいじめ重大事態調査報告書にまとめて、教育委

員会に報告する。 

学校から報告を受けた教育委員会は、学校の調査結果について横浜市いじめ問題専門委員

会（以下「専門委員会」という。）に諮問する。専門委員会からの意見具申等を踏まえ、学

校は市長に調査結果を報告する。 

教育委員会事務局人権健康教育部人権教育・児童生徒課（平成29年度までは教育委員会事

務局指導部人権教育・児童生徒課。以下「人権教育・児童生徒課」という。）は、専門委員

会の事務局業務を所管しており、専門委員会の会議録及び配布資料についても同課が作成

し、保有している。また、いじめ重大事態調査とは別に、人権教育・児童生徒課は、緊急対

応チームを組織し、学校だけでは解決困難な事案が発生したときに、学校訪問や専門家を活

用した支援を行うことにより、事態の深刻化を防ぎ事案の早期解決を図っている。 

《本件保有個人情報について》 

本件保有個人情報は、審査請求人がいじめの被害者となったｃ中学校のいじめに係るいじ

め重大事態調査に関する資料である。実施機関は、ｃ中学校のいじめ重大事態調査に関する

18件の行政文書に含まれる保有個人情報を特定し、全部を開示したが、そこに含まれる９件

の資料について、一部の情報は本件本人開示請求に係る保有個人情報ではないと判断し、当

該部分を白抜き処理（本人開示請求に係る保有個人情報以外の情報が記録されている場合

に、非開示情報と区別できるように、当該情報を枠で囲い中を白く塗り対角線を一本引くこ

とにより本人開示請求の対象外とする処理をいう。以下同じ。）した。 

白抜き処理が含まれる９件の資料は、緊急対応チームが作成した平成29年５月１日のカン

ファレンス記録に添付された対応記録（以下「本件対応記録」という。）、平成29年５月22日

及び６月12日のカンファレンス記録（以下「本件カンファレンス記録」という。）、平成29年

度第５回、第７回、第８回、第９回及び第10回専門委員会会議録及び配布資料（これらの資

料を総称して、以下「本件専門委員会資料」という。）並びに実施機関が法第28条第１項に

係る審議を専門委員会に依頼するために起案した起案文（以下「起案文」という。）である。 

審査請求人は、白抜き処理された部分にも審査請求人に関係する情報が記載されているの

ではないかとして、当該部分の開示を求めている。 

《白抜き処理の妥当性について》 

ア 当審査会で白抜き処理された情報を見分したところ、本件対応記録の白抜き処理部分の

うちNo.１及びNo.３の番号が付された部分には審査請求人に係る緊急対応チームによる

支援に関する情報（以下「白抜き部分１」という。）が、同じくNo.２及びNo.４の番号が

付された部分にはｃ中学校以外の他の事案に係る緊急対応チームによる支援に関する情

報（以下「白抜き部分２」という。）が記載されていた。また、本件カンファレンス記録

の白抜き処理部分には審査請求人に係る緊急対応チームによる支援に関する情報（以下

「白抜き部分３」という。）が、本件専門委員会資料及び起案文の白抜き処理部分にはｃ

中学校以外の他の事案に係る情報又はいじめ重大事態調査に係る公表の在り方の審議等

の情報（以下「白抜き部分４」という。）が記載されていた。 

イ 白抜き部分２及び白抜き部分４は、審査請求人に係る保有個人情報ではないので、実施

機関が白抜き処理をしたことは是認できる。 

ウ 一方、白抜き部分１及び白抜き部分３は、審査請求人に係る保有個人情報であるが、実

施機関は本件本人開示請求の対象外の情報と判断し、白抜き処理をしている。 
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答申 
番号 

判断の要旨 

 

 

 

 

 

2347 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施機関に確認したところ、実施機関は、いじめ重大事態調査に関する情報と緊急対応

チームによる支援に関する情報をしゅん別し、後者は本件本人開示請求の対象外の情報で

あると判断したとのことであった。 

一般的に、特定した文書の中に開示を求める個人情報と全く関係のない同一人の個人情

報が記録されていることは多くはなく、同一の文書の中にある情報は何らかの関連性を有

する情報であることが多いと考えられる。関連性を有する情報を実施機関の判断のみで請

求の対象外とし白抜き処理すると、実施機関にとって不都合な情報を隠したのではないか

等、本人開示請求者の無用の不信を招くことにつながるものである。また、本人開示請求

者は、実施機関が自分のどのような個人情報をどのような形で保有しているのかを知り得

ない立場にあるのであり、特定した文書の中に開示を求める情報を含む自己の個人情報が

記載されているのであれば、それを含めて全体を見たいと考えるのが自然である。 

横浜市の情報公開事務マニュアル（個人情報本人開示編）では、ひとつの行政文書中に、

請求書に記載されている請求内容以外の部分があっても、本人開示請求権が及ぶ範囲のも

のであれば、本人の了解がない限り、その部分を含めて決定を行うこととされているが、

このような事情を踏まえて運用上のルールを定めたものと考えられる。 

加えて、非開示の場合には決定通知書に付記される理由も白抜き処理をした場合には示

されないことを踏まえると、本人開示請求者の権利を不当に制約することがないよう、白

抜き処理をする際には慎重な判断が求められるものといえる。 

これらのことを勘案すると、本人開示請求において、開示対象文書中の請求者に係る保

有個人情報を白抜き処理することには十分に慎重でなければならないというべきであり、

開示請求書の記載からは請求者の求める情報に明確に含まれるとまでは解されないとし

ても、関連のある情報を本人に確認することなく白抜き処理することは妥当ではない。 

そこで、改めて白抜き部分１及び白抜き部分３が記録された文書を見分したところ、審

査請求人に係る緊急対応チームによる支援に関する情報の一部として審査請求人に係る

いじめ重大事態調査に関する情報が記録されていた。したがって、白抜き処理をされた審

査請求人に係る緊急対応チームによる支援に関する情報は、いじめ重大事態調査に関する

情報と密接な関連性を有する情報であるといえる。 

以上のことから、白抜き部分１及び白抜き部分３を本人に確認することなく白抜き処理

したことは妥当でない。 

※ 答申全文については、次のＵＲＬをご覧ください。  

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai/sh

insakai/toshinR2.html 

 

 

５ 条例（抜粋）  

横浜市個人情報の保護に関する条例 

（本人開示請求に対する決定等） 

第25条 実施機関は、本人開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、その旨

の決定をし、本人開示請求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用目的並びに開示をす

る日時及び場所を書面により通知しなければならない。ただし、第８条第２項第２号又は第３号

に該当する場合における当該利用目的については、この限りでない。 

（第２項省略） 

 

お問合せ先 

市民局市民情報課長 小澤 将之  Tel 045-671-3881 
 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai/shinsakai/toshinR2.html

